
令和４年12月20日・令和５年12月27日付け 社会保障審議会生活困窮者自立支援及び生活保護部会

生活困窮者自立支援制度及び生活保護制度の見直しに関する中間まとめ・最終報告書概要（１）

新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響で見られた相談者層の多様化・相談内容の複雑化等や、単身高齢者世帯の更なる増加等

の今後の見通しを踏まえ、これらの課題にも適切に対応できるよう、住宅確保要配慮者への切れ目のない支援体制の構築や子ども

の貧困対策等をはじめとする、生活困窮者自立支援制度及び生活保護制度の見直しを実現すべきである。

○居住支援について

➢ 単身高齢者世帯の更なる増加、持ち家比率の低下等、住ま
い支援のニーズは今後ますます高まることが想定される。

➢ 住宅確保要配慮者は、住宅に困っているだけでなく、複合
的な課題を抱えている場合も多い。
住まいの確保等に関する相談支援から緊急一時的な居所

の確保、転居時、住まいが定まった後、退居時の支援まで、
切れ目のない支援体制の構築を図ることが必要。

➢ 無料低額宿泊所について、事前届出制を導入し、規制を実
施しているが、無届の施設もある。

➢ 救護施設等については、入所者が抱える様々な生活課題に
柔軟に対応し、可能な方については地域移行を更に推進す
ることが重要。

現状・課題 見直しの方向性

⚫ 生活困窮者自立相談支援事業（困窮法）における住まい支援の明
確化、重層的支援体制整備事業（社福法）における多機関協働や
居住支援の活用が必要。

⚫ 居住支援法人等が見守り等のサポートを行う住宅の仕組みの構築
に向け、関係省庁が連携して検討を進めることが必要。

⚫ サポートを行う住宅に被保護者が入居する場合の住宅扶助（家
賃）については、代理納付の原則化の検討を進めることが必要。

⚫ 生活困窮者一時生活支援事業を実施するよう努めるものとすると
ともに、同事業におけるシェルターにおいて緊急一時的な居所確
保の支援を行うこと、見守り等の支援（地域居住支援事業）の支
援期間が１年を超える場合の状況に応じた柔軟な活用等が必要。

⚫ 生活困窮者住居確保給付金について、新たに転居費用を補助する
ことにより、安定的な居住に繋げることが必要。

⚫ 無料低額宿泊所について、届出義務違反への罰則や、無届疑い施
設に関する保護の実施機関から都道府県への通知の仕組みが必要。

⚫ 福祉事務所と情報共有を図りつつ、救護施設等の入所者ごとの個
別支援計画の作成を制度化する等の対応が必要。
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⚫ 子どもの学習・生活支援事業について、生活支援を学習支援と一
体的に行うよう求める方向で検討することが必要。

⚫ 生活保護受給中の子育て世帯に対し、訪問等のアウトリーチ型手
法により学習・生活環境の改善、進路選択等に関する相談・助言
を行うことができる事業を創設することが必要。

⚫ 高等学校卒業後に就職する際の新生活の立ち上げ費用に対する支
援として、一時金を支給することが必要。

➢ 生活困窮者自立支援制度、生活保護制度において、引き続
き子どもの貧困対策を進めていくことが必要。

➢ 生活保護受給中の子育て世帯には必要な情報や支援が届き
にくく、支援の場に来ない世帯等、より個別支援を行う必
要性が高い。

➢ 生活保護受給世帯の子どもが、本人の希望を踏まえて高等
学校卒業後就職することも重要であるが、就職する際の新
生活の立ち上げ費用の支援の仕組みがない。

現状・課題 見直しの方向性

○子どもの貧困への対応

○医療扶助、被保護者健康管理支援事業の適正実施等

➢ 医療扶助及び被保護者健康管理支援事業の適切な実施に向
け、データによる課題分析・事業評価などＰＤＣＡサイク
ルを用いた効果的な運営を進めていくことが重要。

現状・課題 見直しの方向性

⚫ 都道府県が地域別にデータ・課題分析及び評価を実施し、優先的
に取り組む課題と取組目標の設定を行うとともに、市町村の取組
に対する支援を行うよう努めることが必要。

⚫ 国による、データ提供・分析等に係る体制整備の支援が必要。
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○自立相談支援等の強化について

⚫ 生活困窮者自立支援法の支援会議の設置を推進するため、その設
置を努力義務化することが必要。

⚫ 生活保護制度において、ケースワーカーと関係機関との支援の調
整や情報共有を行うための枠組みとして会議体を設置できるよう
法定化することが必要。

➢ 生活困窮者や被保護者が抱えている課題は多様化・複雑化、
自立相談支援機関やケースワーカーが単独で対応方針を検
討するのが困難なケースも多数存在。

➢ 対応困難ケースに関係機関等が連携して対応する体制を整

備するとともに、地域の支援体制を検討する枠組みが重要。

現状・課題 見直しの方向性

○就労支援及び家計改善支援の強化・生活困窮者自立支援制度と生活保護制度との連携

➢ 困窮状態からの脱却には、収入・支出両面からの生活の安
定が必要不可欠である一方、直ちに一般就労することが困
難な者や、家計の改善を必要とする者も多く存在。

➢ 全国どこに住んでいても、就労準備支援や家計改善支援に
ついて必要な支援を受けることができる体制の整備が重要。

➢ 生活困窮制度と保護制度の間を移行する者も一定数いる中
で、本人への切れ目のない連続的な支援が課題。

➢ 生活困窮者が就労準備支援事業の利用につながらない背景
に、交通費負担が困難であることが挙げられる。

➢ 被保護者の就労による自立を支援する就労自立給付金の算
定方法について、就労開始時点等から早期に保護を必要と
しなくなる者に対する給付額が少なめになる課題。

現状・課題 見直しの方向性

⚫ 生活困窮者就労準備支援事業・家計改善支援事業を必須事業化し
ないとしても、効果的かつ効率的に実施されるよう、国による自
治体の支援や広域連携等の環境整備により、全国的な実施を目指
すことが必要。

⚫ 被保護世帯向けの就労準備支援、家計改善支援、居住支援につい
て法定化して、より幅広い自治体での実施を促すことが必要。

⚫ 生活困窮者向け事業を被保護者に対しても実施することを可能と
することについて検討が必要。

⚫ 両制度で連携して研修を実施するなどにより、両制度の関係者同
士で相互理解を深めることが必要。

⚫ 生活困窮者就労準備支援事業の利用時の交通費負担軽減の仕組み
について検討することが必要。

⚫ 就労自立給付金の算定方法について、就労期間に応じてメリハリ
を付ける見直しを行う方向で検討することが必要。 3


